

【提案様式１】
	　実施方法についての提案

	■業務の迅速性の向上や事案発生時の対応能力の向上を図るなど業務の実施方法に係る創意工夫について、３枚以内かつ５点以内で具体的かつ簡潔にまとめること。

【提案１】○○○○○○
（１）提案の趣旨

（２）提案の内容

（３）提案による質の維持向上効果又は経費の削減効果（あるいはその両方）

【提案２】△△△△△△
（１）提案の趣旨

（２）提案の内容

（３）提案による質の維持向上効果又は経費の削減効果（あるいはその両方）

【提案３】××××××
（１）提案の趣旨

（２）提案の内容

（３）提案による質の維持向上効果又は経費の削減効果（あるいはその両方）

【提案４】◎◎◎◎◎◎
（１）提案の趣旨

（２）提案の内容

（３）提案による質の維持向上効果又は経費の削減効果（あるいはその両方）

【提案５】□□□□□□
（１）提案の趣旨

（２）提案の内容

（３）提案による質の維持向上効果又は経費の削減効果（あるいはその両方）

















【提案様式２】
	　研修・訓練体制についての提案

	■仕様で定める標準訓練や体力錬成など技能向上を図る取組の創意工夫について、３枚以内かつ５点以内で具体的かつ簡潔にまとめること。なお、国土交通省空港保安防災教育訓練センターにおける訓練への派遣の記載は除き、貴社における研修・訓練について記載すること。

【提案１】○○○○○○
（１）提案の趣旨

（２）提案の内容

（３）提案による質の維持向上効果又は経費の削減効果（あるいはその両方）

【提案２】△△△△△△
（１）提案の趣旨

（２）提案の内容

（３）提案による質の維持向上効果又は経費の削減効果（あるいはその両方）

【提案３】××××××
（１）提案の趣旨

（２）提案の内容

（３）提案による質の維持向上効果又は経費の削減効果（あるいはその両方）

【提案４】◎◎◎◎◎◎
（１）提案の趣旨

（２）提案の内容

（３）提案による質の維持向上効果又は経費の削減効果（あるいはその両方）

【提案５】□□□□□□
（１）提案の趣旨

（２）提案の内容

（３）提案による質の維持向上効果又は経費の削減効果（あるいはその両方）















【提案様式３】

	業務実績

	
■過去に空港消防業務又は空港救急医療業務を行った実績を記載すること（履行中のものは除く）。


	業務名
	

	発注機関名
	

	業務内容
	

	契約期間
	




	業務名
	

	発注機関名
	

	業務内容
	

	契約期間
	




	業務名
	

	発注機関名
	

	業務内容
	

	契約期間
	










【提案様式４】
	　業務実施体制①

	■救急医療業務において有益となる救命講習を修了したことを、修了証の写しで証明すること。なお、「有益となる救命講習」とは、消防局や消防本部が実施する上級救命講習、日本赤十字社が実施する救急員養成講習(外傷の応急手当や搬送法が含まれているもの)とし、これに類する講習で証明する場合は、その講習の内容を示す書類を別に添付すること。


















































【提案様式５】
	　業務実施体制②

	■配置予定の人員が、２０１８年４月１日以降、無事故・無違反であることを証明する書類の写しを添付すること。なお、証明する書類とは、自動車安全運転センターの発行する証明書とし、証明書の発行日が競争参加資格申請の日より遡って１ヵ月以内のものとする。
















































【提案様式６】
	　品質管理マネジメントシステムの取組状況について

	■品質管理システムを導入しているか。なお、ＩＳＯ９００１の認証を取得している場合は、証明書の写しを添付すること。

















































[bookmark: _Hlk159314309]【提案様式７】
	　ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する取組

	■「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」
　女性活躍推進法に基づく認定があれば、「えるぼし認定」又は「プラチナえるぼし認定」に関する基準適合一般事業主認定通知書の写しを提出すること。
　行動計画の策定義務がない事業主（常時雇用する労働者の数が３００人以下のもの）については、計画期間が満了していない行動計画を策定している場合のみ、都道府県労働局に提出し、受領印が押印された届出の写しを提出すること。



■「次世代育成支援対策推進法（次世代法）」
次世代法に基づく認定があれば、「くるみん認定」、「トライくるみん認定」及び「プラチナくるみん認定」に関する基準適合一般事業主認定通知書の写しを提出すること。



■「青少年の雇用の促進等に関する法律（若者雇用促進法）」
若者雇用促進法に基づく認定があれば、「ユースエール認定」に関する基準適合一般事業主認定通知書の写しを提出すること。






























【提案様式８】
	　賃上げの実施を表明した企業等

	■本評価項目で加点を希望する入札参加者は、別紙１の１又は別紙１の２の「従業員への賃金引き上げ計画の表明書（以下「表明書」という。）を提出すること。
　また、中小企業等については、表明書と合わせて直近の事業年度の「法人税申告書別表１」を提出すること。

中小企業等とは、法人税法第６６条第２項又は第３項に該当する者のことをいう。ただし、同条第６項に該当するものは除く。大企業はそれ以外の者のことをいう。


なお、本項目で加点を受けた落札者に対しては、落札者が提出した表明書により表明した率の賃上げを実施したかどうか、当該落札者の事業年度等が終了した後、速やかに契約担当官等が確認を行う。本項目で加点を受けた落札者は、以下に示す書類を事業年度等が終了した後、下記に定める期限までに契約担当官等に提出するものとする。
具体的には、事業年度単位での賃上げを表明した場合においては、賃上げを表明した年度とその前年度の「法人事業概況説明書」（別紙２）の「「10 主要科目」のうち「労務費」、「役員報酬」及び「従業員給料」の合計額」（以下「合計額」という。）を「４期末従業員等の状況」のうち「計」で除した金額を比較することにより行うこととする。事業年度単位での賃上げを表明した落札者は、上記の資料を決算日（別紙１の１に記載の事業年度の末日）の翌日から起算して２か月以内に契約担当官等に提出すること。
また、暦年単位での賃上げを表明した場合は、「給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表」（別紙３）の「１給与所得の源泉徴収票合計表（375）」の「○Ａ 俸給、給与、賞与等の総額」の「支払金額」欄を「人員」で除した金額により比較することとする（※１及び２）。暦年単位での賃上げを表明した落札者は、上記の資料を翌年の１月末までに契約担当官等に提出すること。

※１ 中小企業等にあっては、上記の比較をすべき金額は、事業年度単位の場合は別紙２の「合計額」と、暦年単位の場合は別紙３の「支払金額」とする。
※２ 上記書類により賃上げ実績が確認できない場合であっても、税理士又は公認会計士等の
第三者により、上記基準と同等の賃上げ実績を確認することができる書類であると認め
られる書類等が提出された場合には、当該書類をもって上記書類に代えることができ
る。

上記の期限までに書類が提出されない場合又は上記の確認を行った結果、本取組により加点を受けた落札者が表明書に記載した賃上げ基準に達していない場合又は本制度の趣旨を意図的に逸脱していると判断された場合は、別途、契約担当官等が通知する減点措置の開始の日から１年間、政府調達の総合評価落札方式による入札に参加する場合、本取組により加点された割合よりも大きな割合（１点大きな配点）の減点を行う。















（別紙１の１） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【大企業用】


従業員への賃金引上げ計画の表明書


当社は、○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）
（又は○年）において、給与等受給者一人あたりの平均受給額を対前年度（又は
対前年）増加率○％以上とすること
を表明いたします。
従業員と合意したことを表明いたします。

令和 年 月 日
株式会社○○○○
（住所を記載）
代表者氏名 ○○ ○○



上記の内容について、我々従業員は、令和○年○月○日に、○○○という方法
によって、代表者より表明を受けました。

令和 年 月 日
株式会社○○○○
従業員代表 氏名 ○○ ○○ 印
給与又は経理担当者 氏名 ○○ ○○ 印













（別紙１の１） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【大企業用】

（留意事項）
１．事業年度により賃上げを表明した場合には、当該事業年度の「法人事業概況説明書」を当該事業年度終了月の翌々月末までに契約担当官等に提出してください。
なお、法人事業概況説明書を作成しない者においては、税務申告のために作成する類
似の書類（事業活動収支計算書）等の賃金支払額を確認できる書類を提出してくださ
い。
２．暦年により賃上げを表明した場合においては、当該年の「給与所得の源泉徴収票等の
法定調書合計表」を翌年の１月末までに契約担当官等に提出してください。
３．上記１．による確認において表明書に記載した賃上げを実行していない場合若しくは
本制度の趣旨を意図的に逸脱していると判断された場合又は上記確認書類を期限までに
提出しない場合においては、当該事実判明後の総合評価落札方式による入札に参加する
場合、技術点又は加算点を減点するものとします。
４．上記３．による減点措置については、減点措置開始日から１年間に入札公告が行われ
る調達に参加する場合に行われることとなる。ただし、減点事由の判明の時期により減
点措置開始時期が異なることとなるため、減点措置開始時に当該事由を確認した契約担
当官等により適宜の方法で通知するものとします。




















（別紙１の２） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【中小企業等用】


従業員への賃金引上げ計画の表明書


当社は、○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）
（又は○年）において、給与総額を対前年度（又は対前年）増加率○％以上とする
こと
を表明いたします。
従業員と合意したことを表明いたします。

令和 年 月 日
株式会社○○○○
（住所を記載）
代表者氏名 ○○ ○○



上記の内容について、我々従業員は、令和○年○月○日に、○○○という方法
によって、代表者より表明を受けました。

令和 年 月 日
株式会社○○○○
従業員代表 氏名 ○○ ○○ 印
給与又は経理担当者 氏名 ○○ ○○ 印













（別紙１の２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 【中小企業等用】

（留意事項）
１．事業年度により賃上げを表明した場合には、当該事業年度の「法人事業概況説明書」
を当該事業年度終了月の翌々月末までに契約担当官等に提出してください。
なお、法人事業概況説明書を作成しない者においては、税務申告のために作成する
類似の書類（事業活動収支計算書）等の賃金支払額を確認できる書類を提出してくだ
さい。
２．暦年により賃上げを表明した場合においては、当該年の「給与所得の源泉徴収票等
の法定調書合計表」を翌年の１月末までに契約担当官等に提出してください。
３．上記１．による確認において表明書に記載した賃上げを実行していない場合若しく
は本制度の趣旨を意図的に逸脱していると判断された場合又は上記確認書類を期限ま
でに提出しない場合においては、当該事実判明後の総合評価落札方式による入札に参
加する場合、技術点又は加算点を減点するものとします。
４．上記３．による減点措置については、減点措置開始日から１年間に入札公告が行わ
れる調達に参加する場合に行われることとなる。ただし、減点事由の判明の時期によ
り減点措置開始時期が異なることとなるため、減点措置開始時に当該事由を確認した
契約担当官等により適宜の方法で通知するものとします。

























[bookmark: _GoBack]

（意見聴取対象者リスト様式）

	公共サービスの内容
	

	落札予定事業者
	
	住所又は所在地
	

	意	見	聴	取	対	象	者

	上記事業者との関係
	
フ  リ  ガ  ナ
氏	名
	生 年 月 日
	性別
	住	所

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※１	記載されている個人情報については、暴力団排除条項等の欠格事由の審査のため、必要な範囲内において利用し又は警察庁等関係行政機関に対し提供します。
※２	記載しきれないときは、適宜用紙を追加して記載して下さい。
※３	意見聴取に際し、必要に応じて、住民票の写し等の確認書類の提出を求める場合があります。
※４	意見聴取の対象、必要な事項は「意見聴取に必要な事項一覧表」のとおりとする。


意見聴取に必要な事項一覧表
	
	意見聴取の対象（※１）
	意見聴取に必要な事項

	





落




札




予




定




事




業




者
	個人の場合
	①	落札予定事業者
	・氏名、生年月日、性別、住所
・商号又は屋号

	
	
	②　①の法定代理人（※２）
	・氏名、生年月日、性別、住所

	
	





法






人




の






場






合
	③	落札予定事業者
	・商号又は名称
・主たる事業所の所在地

	
	
	④	③の役員
	・氏名、生年月日、性別、住所、役職名

	
	
	⑤	④の法定代理人
	・氏名、生年月日、性別、住所

	
	
	⑥	③の主要株主等（※3）
（個人）
	・氏名、生年月日、性別、住所

	
	
	⑦	③の主要株主等（法人）
	・商号又は名称

	
	
	⑧	相談役、顧問等④と同等以上の支配力を有する者
	・氏名、生年月日、性別、住所

	
	
	⑨	③の親会社等（※4）（個人）
	・氏名、生年月日、性別、住所

	
	
	⑩	⑨の法定代理人
	・氏名、生年月日、性別、住所

	
	
	⑪	③の親会社等（法人）
	・商号又は名称

	
	
	⑫	⑪の役員
	・氏名、生年月日、性別、住所

	
	
	⑬	⑫の法定代理人
	・氏名、生年月日、性別、住所

	
	
	⑭	相談役、顧問等⑫と同等以上の支配力を有する者
	・氏名、生年月日、性別、住所



※１	「意見聴取の対象」は、それぞれ該当する者がいる場合に対象とする。
※２　「法定代理人」とは、営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者の場合の当該未成年者の法定代理人をいう。
※３　「主要株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を所有する株主及び出資総額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。
※４　ここでいう「親会社等」は、入札参加事業者に対して競争の導入による公共サービスの改革に関する法律施行令（平成１８年政令第２２８号）第３条第１項各号のいずれかに該当する関係（特定支配関係）を有している者のみをいい、同条第２項に規定する者は含まないものとする。
※５　意見聴取に際し、必要に応じて、住民票の写し等の確認書類の提出を求める場合がある。

